
災害復旧工事に係る制度説明会 
 

             日時：令和元年１０月２９日（火） １５時００分から 

             場所：東広島市消防庁舎 講堂 

 

 

   ＜次第＞ 

    

   １ 副市長挨拶 

    

２ 災害復旧工事の発注について（進捗状況と発注見通し） 

 

３ 災害復旧工事に係る各種制度について 

   

  ４ 質疑応答 

 

  ５ 災害復旧担当理事挨拶 

東広島市 

災害復旧推進課 ℡082-426-3091 

契約課 ℡082-420-0930 



２－１　災害復旧工事の発注について（進捗状況と発注見通し）

（１）　災害復旧進捗状況

①　契約状況 R01.10.18時点

町 別 西条 八本松 志和 高屋 黒瀬 福富 豊栄 河内 安芸津 合計

被災（査定件数）A 153 106 136 184 167 126 49 380 321 1,622

査定総額（千円） 1,221,570 1,020,373 843,311 1,333,536 1,324,024 750,505 236,253 1,909,395 2,866,696 11,505,663

着手済（廃工含む）B 71 40 40 48 38 14 2 30 47 330

進捗率B/A 46.4% 37.7% 29.4% 26.1% 22.8% 11.1% 4.1% 7.9% 14.6% 20.3%

②　入札不調状況 R01.10.18時点

町 別 西条 八本松 志和 高屋 黒瀬 福富 豊栄 河内 安芸津 合計

入札件数 A 35 13 17 25 21 4 1 20 17 153

不調件数 B 3 3 6 5 5 0 1 14 8 45

入札不調率 B/A 8.6% 23.1% 35.3% 20.0% 23.8% 0.0% 100.0% 70.0% 47.1% 29.4%

（２）　発注見通し

　　　別添資料をご確認ください。
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３－１ 平成 30 年 7 月豪雨災害の復旧工事に係る 

「復興歩掛」及び「復興係数」の導入について 
 

１ 趣旨 

  平成 30年 7月豪雨の復旧・復興工事の本格化を踏まえ、円滑な施工の確保

に万全を期すための新たな対策として、予定価格の適切な設定に必要となる

「復興歩掛」及び「復興係数」を導入します。 

 

２ 対象工事について 

  本市が発注する公共土木災害、農地・農林業用施設災害のすべてを対象と

する。 

 

３ 主な対策の内容について 

（１）復興歩掛：土工の日当たり標準作業量を２０％低下する補正を設定 

（２）復興係数：共通仮設費を１．１倍、現場管理費を１．１倍に補正 

 

４ 適用開始日及び期間について 

（１）令和元年９月１１日以降に公告、指名又は見積依頼する工事 

※令和元年９月１０日以前に公告、指名又は見積依頼済の工事（既契約工

事を含む）については、適用対象外とする。 

 

 

 

 

（２）適用期間は、別途定める日までとする。 

 

５ 広島県の通知について 

  上記運用のほか、広島県から通知のあった資料に基づき運用するものとし

ます。 

【参考１】 

   災害関連工事への「復興歩掛」及び「復興係数」の導入について（広島

県土木建築局） 

【参考２】 

   災害関連工事への「復興歩掛」及び「復興係数」の導入について（広島

県農林水産局） 

 

災害発生→

9/11以降に公告、

指名又は見積依頼する案件→

11/15以降に公告、

指名又は見積依頼する案件→

適用なし 適用あり
変更で対応

適用あり
当初設計から反映
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３－２ 遠隔地からの「労働者確保に要する間接工事費」及び 

「建設資材調達」に係る設計変更について 
 

１ 趣旨 

  平成 30 年 7 月豪雨の復旧・復興工事の本格化を踏まえ、円滑な施工の確保に万

全を期すための新たな対策として、遠隔地からの「労働者確保に要する間接工事費」

及び「建設資材調達」に係る設計変更について、次のとおり運用を開始します。 

 

２ 対象工事について 

  本市が発注する公共土木災害、農地・農林業用施設災害のすべてを対象とする。 

 

３ 遠隔地からの労働者確保に要する間接工事費の設計変更について 

（１）宿泊費や労働者の赴任手当など、積算上見込んでいる金額以上に必要となる

費用について設計変更により対応できることとする。ただし、これらの費用に

ついては、共通仮設費率分及び現場管理費率分へ一定の率を見込んでおり、実

際に要した費用からそれらの費用を差し引いた額を積上げ計上する。 

（２）交通誘導員の労務単価が「公共工事設計労務単価」と乖離する場合は、見積

りにより労務単価を決定できることとする。 

（３）運用については、広島県の通知のとおりとする。 

 

４ 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について 

（１）当初の調達条件によりがたい場合には輸送費や購入費用など調達時の実態を

反映して設計変更により対応できることとする。 

（２）運用については、広島県の通知のとおりとする。 

 

５ 適用期間について 

（１）令和元年９月１３日から運用を開始する。 

 

 

 

 

（２）発注済みの工事で適用する場合は協議の上、適用する。 

 

６ 広島県の通知について 

  上記運用のほか、広島県から通知のあった資料に基づき運用するものとします。 

【参考】 

  災害復旧工事を円滑に進めるための入札契約制度の取り組み（H30.12.10 広島県

土木建築局） 

 

災害発生→

10/30以降に公告、
指名又は見積依頼する案件→

適用あり（特記に記載有り）
変更で対応

適用あり（特記に記載無し）
変更で対応
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【抜粋】災害復旧工事を円滑に進めるための入札契約制度の取り組み 

（H30.12.10 広島県土木建築局） 
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【抜粋】災害復旧工事を円滑に進めるための入札契約制度の取り組み 

（H30.12.10 広島県土木建築局） 
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３－３ 工期に余裕期間を設定した工事の実施について 

 

１ 趣旨 

災害復旧工事については、余裕期間制度（主に任意着手方式）を適用し発注しています。 

 

２ 余裕期間制度（任意着手方式）とは 

  発注者が示した「工期の始期を選定する期限日」までの間で、受注者が「工期の始期」

を選択する方式です。 

 

 

 

 

 

   発注時 

 

 

 

   契約時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余裕期間 実工期 

余裕期間  実工期  

※余裕期間は通常工期の４０％を超えず、かつ、５か月を超えない範囲内で設定します。 

 ただし、災害復旧工事については余裕期間の範囲の制限を適用しないものとします（参考図）。 

※工事費の積算は、契約締結（予定）日の翌日から直ちに着工する工期を基準とし、通常工期を超え

た期間の積算上の割増しは行いません。 

※余裕期間内の現場管理は、発注者が行います。受注者は、余裕期間内に資材等の準備はできますが、

現場への資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手（測量等、現場作業が伴うものを含む。）を行

ってはいけません。 

※実工期の期間は、準備・後片付け期間を含む、契約上の工期をいいます。 

工期の始期を選定する期限日 

※落札者は「契約締結日の翌日」から「工期の始期を選定する期限日」までの 

期間の任意の日を「工期の始期」とする。 

受注者が選定した「工期の始期」 実工期の日数は変わらない 

 

用語の定義 

・余裕期間：契約締結（予定）日の翌日から工期の始期の前日までの期間をいう。 

・通常工期：通常の積算により算出した工期をいう。 

・実工期 ：全体工期内で、実際に工事を施工するために必要な期間（準備期間と後片付け期間を含む）で、 

      契約上の工期をいう。 

・工期の始期を選定する期限日：発注者が指定する、受注者が工期の始期として選定できる期間の末日をいう。 

・工期の始期：実工期の始期をいう。 

・工期の終期：実工期の終期をいう。 
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参考図 

 

通常 

 

 

 

 

 

 

 

    ①通常工期が決まる 

     ②通常工期の 40％以内かつ 5か月以内で余裕期間が決まる 

     ③契約締結予定日の翌日から②で算出した日数が余裕期間となる。 

 

※余裕期間は通常工期の４０％かつ５か月以内で設定します。 

 

 

 

災害復旧工事 

 

 

 

 

 

 

 

①工期末が決まる 

      ②通常工期が決まる 

      ③工期末から通常工期の日数をさかのぼった日が「工期の始期を選定する期限日」となり、

契約締結日の翌日から「工期の始期を選定する期限日」までが余裕期間となる（日数制

限なし）。 

 

※災害復旧工事に限り余裕期間の設定範囲を撤廃し、任意着手方式については工期末

から通常工期を逆算した日を「工期の始期を選定する期限日」とし、契約締結日の

翌日から「工期の始期を選定する期限日」を発注者の設定する余裕期間とします。 

 

 

 

②余裕期間 ①実工期＝通常工期（200 日） 

余裕期間 ②実工期＝通常工期（200 日） 

余裕期間を通常工期の４０％かつ

５か月以内で設定 

③200 日 

①工期末 

③80 日 

 

 

   

-10-  R1.10.29 災害復旧工事に係る制度説明会資料



３ 対象工事 

  建設工事のうち、発注者の判断により余裕期間を設けることが有益と認められる工事を

対象とします。（入札公告等及び特記仕様書に明記します。） 

 

４ 技術者配置のイメージ 

余裕期間内は、主任技術者、監理技術者及び現場代理人の配置が不要です。 

主任技術者又は監理技術者の配置に係る要件は、工期の始期時点において満 

たしているものとします。 

（ただし、直接的かつ恒常的な雇用関係は、開札日前までに連続して３か月以上存在するものとします。） 

 

①【通常の専任工事：１号工事】 

 

入

札 

入

札 

開

札 
… 

落

札 
… 

契

約 
実工期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②【余裕期間制度適用工事：１号工事】 

 

入

札 

入

札 

開

札 
… 

落

札 
… 

契

約 
余裕期間 実工期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術者の資格要件（専任要件を含む。）は、工期の始期時点の状況により判断
します。 
※直接的かつ恒常的な雇用関係は開札日の前日の状況で判断します。 

・工期の始期の前日までは、他の工事に技術者が配置されていてもよいものと 
します。 

資格要件を満たす期間 

技術者配置期間 

技術者専任配置期間 

 

他の工事に 

配置不可 

 

資格要件を満たす期間 

技術者配置不要 

他の工事に配置可能 

 

 

・技術者の資格要件（専任要件を含む。）は、開札日の前日の状況により判断し
ます。 

・応札者は、受注工事に技術者を配置している間は、専任配置義務の工事の 
入札に参加できません。（事後審査で無効となる。） 
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５ 発注の際の記載について   

  一般競争入札：公告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余裕期間制度適用工事であることと 

余裕期間制度の方式を明記しています。 
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  指名競争入札：指名通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余裕期間制度適用工事であることと 

余裕期間制度の方式を明記しています。 
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 別紙「余裕期間制度適用に関する事項」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

余裕期間制度の方式別に必要な情報を 

明記しています。 
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特記仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 落札から契約締結まで 

①落札決定 

契約を締結するまでの間に、工期の始期の申出をしてください（様式１）。 

   ※落札者は、契約締結（予定）日の翌日から工期の始期を選定する期限日までの期間

の任意の日を工期の始期とすることができます。 

   ※現在、落札決定日の翌日１３時までの提出をお願いしています。提出期間が短いた

め、落札候補者となった方は提出の準備をお願いします。 

   ※履行期間が決定した後に契約書を作成するため、契約保証の準備等で契約書の案が

必要な方は早めにご提出ください。 

  

  ②契約締結 

   契約保証の保証期間は余裕期間の利用の有無にかかわらず、契約締結日の翌日から工

期の終期までを対象としてください。 

   ※工期の始期以降でなければ、発注者に対して前払金の支払いを請求することができ

ませんのでご注意ください。 
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様式１ 

 

  

  

７ 契約締結後の変更 

余裕期間内に受注者の準備が整った場合は、監督職員と協議の上、契約変更により、工

事に着手することができます。 

※基本的に実工期の変更はできません。 

※受注者が当初の余裕期間を利用することにより生じる経費は、受注者負担です。 

 

落札決定日の翌日 

１３時までの提出を

お願いしています。 

無理のない工期を 

定めるように 

してください。 
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３－４ 平成３０年７月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者

及び現場代理人の兼務制限の緩和について（特例措置） 
 

１ 趣旨 

  平成３０年７月豪雨によって、市内の広範囲にわたって甚大な被害が生じ、

今後、集中的に発注される災害復旧工事について、入札の不調・不落を防止

し円滑な工事執行を図るため、主任技術者及び現場代理人（以下「主任技術

者等」という。）の兼務制限を緩和する。 

 

２ 内容 

次表の適用金額が３，５００万円未満（建築一式工事にあっては、７，００

０万円未満。以下同じ。）の災害復旧工事に係る主任技術者等は、兼務制限の

件数としてカウントしない。（兼務する全ての工事が３，５００万円未満かつ

東広島市内であれば、災害復旧工事の件数は無制限とする。） 

※１ 入札参加条件等において監理技術者の配置を求めている工事を含む。 

※２ 申請により、同一の主任技術者による管理が認められた公共工事に限る。 

※３ 兼務制限の件数から除く災害復旧工事に係る主任技術者等については、他の

工事の現場代理人と兼務する場合に行っている発注者双方の兼務承認の手続を

不要とする。 

 

３ 適用期間 

平成３０年９月１８日から当分の間とする。 

なお、従前の取扱いにより、契約済の工事又は公告・指名・見積依頼をした

工事についても、当該工事に関する共通仕様書、特記仕様書、誓約書の内容に

かかわらず、この取扱いの対象とする。また、過年度発生災害や今後発生する

災害もこの取扱いの対象とする。 

請負対象設計金額（税込） 主任（監理）技術者 現場代理人 

１

号

工

事 

・

総

合

評

価 

3,500万円以上 
（建築一式工事は、7,000万円以上） 

【監理技術者配置工事 ※１】 

兼務不可 兼務不可 

3,500万円以上  
（建築一式工事は、7,000万円以上） 

【主任技術者配置工事】 

２件以内 ※２ ２件以内 ※２ 

２

号

工

事 

・

総

合

評

価 

3,500万円未満  
（建築一式工事は、7,000万円未満） 

５件以内 

 

※災害復旧工事に係

る主任技術者等の件

数を除く。 ※３ 

５件以内 

現場代理人配置特例 

※災害復旧工事に係

る主任技術者等の件

数を除く。 ※３ 

500万円未満 
（建築一式工事は、1,500万円未満） 

兼務制限なし 
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